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他 都 市 の 特 色 あ る 施 設 
令和４年度以降に、政令指定都市･中核市に開設された施設の中から特色ある施設の概要を紹介します。 

【仙台市】 

◎仙臺緑彩館（R５.４.26開設） 

○設置（事業）目的・特色 

  仙臺緑彩館は、青葉山公園・仙台城跡方面への玄関口にふさわしく、来訪者に向けて「杜の都・仙

台の歴史・文化」を発信し、青葉山の自然と広瀬川に囲まれた空間で多くの人が憩い、集い、楽しむ

ことができる施設として整備された。市民の皆様が参加するデザインレビューやワークショップを開

催しながらデザインが検討された。 

建物の特色は以下の２点。 

①仙臺緑彩館が建てられた場所にあった片倉屋敷の空間構成・スケールの継承 

②防火材として集成材と鉄骨のハイブリッド構造体を採用し、構造壁として地元工場で製作したCLT

耐震壁を採用して、県内の地場産材による建物の木質化を図った。 

※片倉屋敷…仙台藩の重臣・片倉小十郎の屋敷のこと。 

※CLT…ひき板を並べた後、繊維方向が直交するように積層接着した木質系材料のこと。 

（日本CLT協会のHPより） 

○施設概要 

所在地    仙台市青葉区川内追廻無番地（電話：022-266-1651） 

規 模    敷地面積：7,915.53㎡、建築面積：2,603.82㎡ 

延床面積：1,999.04㎡、地上１階建て 

   内 容    ビジターセンターとしての機能をベースとしつつ、青葉山公園の玄関口という立地

特性や藩政時代からの歴史性を踏まえた仙台の歴史・文化を発信する場と位置付け

る施設。 

   開館時間   ３月～11月 ９：00～19：00 

12月～２月 ９：00～17：00 

休館日    ３･６･９･12月の第１月曜日、12月29日～１月３日 

   HPアドレス  https://www.parks-aobayama.jp 

○建設費       1,268,000千円    ○管理運営費    1,897,450千円（10年間） 

○設置主体   仙台市        ○管理運営主体   青葉山エリアマネジメント 

【横浜市】 

◎緑園義務教育学校（R４.４.１開設） 

○設置（事業）目的・特色 

 ・プール棟：１年生から９年生まで利用するため、水深を変えることができる。 

・増築校舎棟 職員室：教職員同士のコミュニケーションや働きやすさに配慮したレイアウトを導

入。 

・図書館：学校図書館とICT機器を活用した学習スペースも完備。 

（A.L.L：Active Learning Library） 

・教室：一人一台端末に対応し、全ての普通教室と多目的室等に 

授業で活用できるプロジェクターを設置。 

○施設概要 

所在地    横浜市泉区緑園５-28（電話：045-811-6710） 

規 模    増築校舎棟  ：鉄筋コンクリート造４階建  6,232㎡ 

既存校舎棟  ：鉄筋コンクリート造３階建 7,361㎡（一部鉄骨造） 

アリーナ棟  ：鉄筋コンクリート造２階建  2,735㎡（一部鉄骨造） 

プール棟   ：鉄筋コンクリート造１階建   828㎡（一部鉄骨造） 

   内 容    既存の緑園東小学校を再整備し、９年間一貫した教育を行う、施設一体型の義務教

育学校。令和４年４月開校。 

   HPアドレス  https://www.edu.city.yokohama.lg.jp/school/ces/ryokuen/ 

○建設費       6,233,073千円      

○管理運営費  53,258千円 

○設置主体   横浜市          

○管理運営主体 横浜市 
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【名古屋市】 

◎名古屋市国際展示場第１展示館（R４.10.１開設） 

○設置（事業）目的・特色 

【目的】 

   産業貿易の振興及び国際経済交流の促進並びに市民福祉の向上 

【特色】 

・空間の対応力が高い、整形な無柱空間で約２万㎡の展示場 

・展示場内はワンウェイ搬出入動線による設営・撤去の効率化 

・あおなみ線金城ふ頭駅と屋根付きデッキで直結 

・２階コンコースはやすらぎ・親しみ・温かみのある木質空間 

・２重壁と質量のある屋根による高い遮音性能を確保 

○施設概要 

所在地    愛知県名古屋市港区金城ふ頭三丁目２番１号（電話：052-398-1771） 

規 模    敷地面積: 約44,000㎡ 建築面積: 約31,000㎡ 延床面積: 約40,700㎡ 

地上３階 鉄骨造 

内 容    展示ホール   ：展示面積20,160㎡、天井高さ20ｍの無柱空間 

※４分割可能（6,720、3,360、3,360、6,720㎡） ※最大15,000人程度収容可能 

 コンコース  ：１・２階床面積約2,500㎡ 

主催者事務室 ：４室（約50㎡×４）、多目的室：６室（約50㎡×６） 

特別室    ：３室（約50㎡×３）※給湯室、トイレあり 

楽屋・控室  ：５室 

開館時間   ８：45～17：15（受付時間）   休館日   12月29日～１月３日 

HPアドレス  https://portmesse.com 

  ○建設費    27,194,724千円    

○設置主体   名古屋市 

○管理運営主体 ポートメッセなごやMICEコンソーシアム（指定管理者）（R４年度～） 

【京都市】 

◎京都市中央卸売市場第一市場（水産棟）（R５.３.22開設） 

○設置（事業）目的・特色 

【新水産棟の主な特徴（一部見学エリアあり）】 

１ 衛生管理の向上 

 ・閉鎖型施設による最適な温度設定  ・清潔な棟内環境の保持 

 ・コールドチェーンの確立   ・本市場独自の衛生管理基準「京都基準」を策定し、運用開始 

２ 物流の効率化 

 ・円滑な業務オペレーションを実現  ・買出人動線の整理・集約化 

３ 環境への配慮と災害時の業務継続 

 ・環境負荷の低減と耐震性能の向上 

４ 安全・安心な歩行空間の創出 

 ・プロムナード（歩行者専用通路）の設置 

○施設概要 

所在地    京都府京都市下京区朱雀分木町80（電話：075-312-6564） 

規 模    建築面積:約29,200㎡ 延床面積:約42,100㎡ 

   内 容    京都市中央卸売市場第一市場（水産棟）は、昭和２年、現在の位置に開設されて以

来、今日まで京都市民への生鮮食料品供給センターとして大きな役割を果たしてい

る施設。 

・Ⅰ期エリア（鮮魚部門）：卸エリア、鮮魚仲卸エリア、入出荷バースエリア、 

出荷バースエリア、駐車エリア、プロムナード 

・Ⅱ期エリア（塩干・綜合部門）：卸エリア、塩干仲卸エリア、綜合エリア、 

入出荷バースエリア、出荷バースエリア、駐車エリア、プロムナード 

   開館時間（見学エリア）   ５：00～17：00  

休館日（見学エリア）    水曜日（祝日を除く）及び年末年始（12/31～１/４） 

HPアドレス  http://www.kyoto-ichiba.jp/ 

○建設費       約17,000,000千円       

○設置主体   京都市        ○管理運営主体   京都市 
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【大阪市】 

◎動物愛護体験学習センター（R４.10.１開設） 

○設置（事業）目的・特色 

  本市動物愛護施策の取組をより効果的に進めていくため、本市と民間団体が連携・協働して動物愛

護事業を実施できる活動拠点として設置した。 

○施設概要 

所在地    大阪市旭区生江３丁目29番１号（城北公園内） 

（電話：06-6208-9996（大阪市健康局健康推進部生活衛生課乳肉衛生・動物管理グループ）） 

規 模    敷地面積：約390㎡（公園敷地内のため詳細不明） 

建築面積：265.37㎡ 

延床面積：452.76㎡ 

地上２階建て・鉄筋コンクリート造 

１階ホール：約174㎡（最大100名程度収容可能） 

１階テラス：約120㎡ 

２階事務室：約 71㎡ 

   内 容    もと菅原城北大橋有料道路管理事務所を令和３～４年度に改修。 

１階：ホール、２階：事務室 等。各室冷暖房あり、給湯設備あり。ES・EVなし。 

   開館時間   不定期（事業実施日に開館）  休館日   事業実施日以外は閉館 

HPアドレス  https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000578701.html 

○建設費    26,650千円   ○管理運営費  1,647千円 

○設置主体   大阪市     ○管理運営主体 株式会社 いち犬猫病院（委託事業者） 

【堺市】 

◎堺市総合防災センター（R４.４.１開設） 

○設置（事業）目的・特色 

 堺市総合防災センターは、堺市における防災に関する中核拠点として、自助、共助、公助を総合

的に推進し、地域防災力の向上を図るとともに、大規模災害に対する緊急の対応や政令指定都市と

しての災害対応力の強化を推進することを役割とする施設。 

○施設概要 

所在地    堺市美原区阿弥129-４（電話：072-363-2225） 

規 模    ■敷地面積 18,899.08㎡ 

■各施設延床面積 

 防災啓発施設     ：鉄筋コンクリート一部鉄骨２階建  1,682.36㎡ 

 水難救助訓練棟    ：鉄筋コンクリート３階建  584.8㎡ 

 総合訓練棟      ：鉄筋コンクリート地下２階地上５階建 1,721.65㎡ 

 災害活動支援棟    ：鉄骨２階建 2,882.42㎡ 

 救助訓練棟      ：鉄骨６階建 911.7㎡ 

 外構(ポンプ庫、駐輪場)：42.15㎡ 

   内 容    ①防災啓発施設 

②水難救助訓練棟 

③総合訓練棟 

・実火災訓練や煙中・熱気訓練、各種救助訓練など高度な消防訓練を行う訓練施設 

④災害活動支援棟 

・平常時は救助隊が勤務する施設で備蓄倉庫には災害時の資機材や生活用品を保管 

・災害時は備蓄物資の配送拠点としての機能を有する 

・大規模災害時は、緊急消防援助隊の車両集結場所、隊員の待機・宿泊場所となる 

⑤救助訓練棟 

⑥屋外訓練場 

   開館時間   ９：00～17：15       

休館日    毎週月曜日（祝休日の場合翌日）、第３火曜日、12月29日～１月３日 

※臨時休館あり 

   HPアドレス  https://www.city.sakai.lg.jp/kurashi/bosai/shobo/shokai/bousai_center/bou

sai-center.html 

○建設費       3,279,752千円 

○管理運営費  約70,000千円～100,000千円（定期的な設備保守内容により、年度によって流動的） 

○設置主体   堺市    ○管理運営主体   堺市消防局 
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【岡山市】 

◎岡山市立山南学園（R４.４.１開設） 

○設置（事業）目的・特色 

 岡山市山南学区の４小学校と１中学校を再編成し、新たに義務教育学校を設立するもの。前期課

程と後期課程の児童生徒が同じ校舎で学ぶことができる「施設一体型」の義務教育学校。 

○施設概要 

所在地    岡山市東区北幸田509-１（電話：086-946-8102） 

規 模    南棟（増築棟） ：鉄骨造４階建 6,609.27㎡ 

北棟（既存棟） ：鉄筋コンクリート造３階建 2,147㎡ 

中棟（既存棟） ：鉄筋コンクリート造４階建 3,000㎡ 

体育館（既存棟）：鉄骨造平屋建 1,005㎡ 

   内 容    ・南棟（増築棟） 

給食室、金工／木工室、図工室、保健室、ランチルーム、普通教室、放送室、 

職員室、生活科室、サブアリーナ、図書館、メディアセンター、柔道場 

【目指す子ども像】 

・ 地域を愛し、地域から愛される子ども 

・ グローバルな視点をもち、世界で活躍する子ども 

・ 豊かなコミュニケーション能力を備えた子ども 

【山南学園の重点取組】※９年間の連続した教育活動の充実を意識 

① 外国語活動、外国語教育の充実 

② 総合的な学習の時間「山南ふるさと学習」の充実 

③ ICT環境整備と活用力の育成 

④ 自尊感情を育み、豊かな人権感覚を育む取組の充実 

⑤ 未来を生きるための社会性や豊かなコミュニケーション能力の育成 

   HPアドレス  https://sites.google.com/giga-city-okayama.jp/sannan-gakuen/ 

○建設費      2,068,230千円        

○設置主体   岡山市           ○管理運営主体  岡山市 

【広島市】 

◎旧広島市民球場跡地イベント広場（R５.３.31開設） 

○設置（事業）目的・特色 

平成29年度の都市公園法の改正により創設されたPark-PFIを広島市では初めて活用し、公募によ

り選定した民間事業者が、イベント広場等の公園施設の整備と飲食物販施設等の収益施設の設置を

一体的に行うとともに、指定管理者制度により当該民間事業者がイベント広場等の管理・運営も行

うこととしている。 

事業期間については、飲食物販施設等の収益施設は、長期的な事業運営を担保することで、民間

事業者による優良な投資を積極的に誘導することができるよう、Park-PFIによる最長期間である 

20年間とし、イベント広場の指定管理期間も、収益施設の設置期間と同等としている。 

○施設概要 

所在地    広島市中区基町５番地（電話：082-962-3789（管理事務所）） 

規 模      敷地面積：約47,000㎡、建築面積：約3,600㎡、延床面積：約4,700㎡ 

構造：木造及び鉄骨造、地上１階建及び２階建 

   内 容      特定公園施設（広場、園路等の公共施設） 

・中央イベント広場（約6,500㎡）・ピースプロムナード（延長約190ｍ、幅８ｍ） 

・大屋根ひろば（約900㎡、屋根高さ８ｍ）  ・勝鯉の森 

・スケートボードパーク（約1,100㎡） 

公募対象公園施設（民設民営の商業施設） 

・シミントひろしま（建築面積：約2,500㎡、延床面積：約3,700㎡） 

８棟、平屋又は２階建て 

   開園時間   原則、年中無休（一部施設を除く。公募対象公園施設は店舗による。） 

休館日    原則、年中無休（公募対象公園施設は店舗による。） 

   HPアドレス  https://gate-park.jp/ 

  ○総事業費   1,298,000千円   ○管理運営費  46,500千円（令和５年度当初予算） 

○設置主体   広島市（公募対象公園施設は指定管理事業者による。） 

   ○管理運営主体 NEW HIROSHIMA GATEPARK（指定管理者） 
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【函館市】 

◎函館クルーズターミナル（R４.９.１開設） 

○設置（事業）目的・特色 

 本ターミナルは、ＪＲ函館駅に隣接し、半径1.5km圏内に函館朝市やベイエリアなど函館の主要

観光地が点在する好立地にあり、旅行者の観光意欲を高めるため、函館山を大パノラマで見渡せる

よう、ロビーの壁面をガラス張りとしているほか、内装に道南スギや赤レンガ風のデザインを採用

するなど、地域資源の活用や周辺施設との調和にも努めた施設となっている。 

○施設概要 

所在地    函館市若松町12-19（電話：0138-21-3493 ※問合わせ先） 

 模 模    敷地面積13,700㎡、建築面積1,416.33㎡、延床面積1,234㎡、鉄骨平屋建て 

内 容     12万総トン級のクルーズ船が若松ふ頭に寄港することを想定し、外国船の出入港

に伴う審査業務を円滑に行うための手続きカウンターなどを設置したＣＩＱ（税 

関・出入国審査・検疫）ホールのほか、旅行者の利便性向上のため、観光案内デス

ク、多目的トイレ、授乳室や無料のWi－Fi設備なども備えたクルーズ船用旅客ター

ミナルである。また、旅客を円滑に観光地へ誘導するため、観光バス駐車場やタク

シープールを完備している。 

   開館時間   クルーズ船寄港時、乗客のみ入場可能 

○建設費       824,404千円 

○管理運営費  5,403千円（R5予算額）  

○設置主体   函館市 

   ○管理運営主体 函館市 

【盛岡市】 

◎いわて盛岡ボールパーク(きたぎんボールパーク)（R５.４.１開設） 

○設置（事業）目的・特色 

【事業目的】 

 老朽化が共通の課題となっていた岩手県と盛岡市の共同整備により、市の単独整備よりも高規格

な施設整備が可能となり、プロ野球公式戦にも対応できるだけでなく、野球以外にも集客効果をも

たらすスポーツツーリズムの拠点となる施設を整備するもの。 

【特色】 

・スポーツ施設としては全国初の県・市共同整備 

・民間活力を活用したPFI-BTOによる事業方式を採用 

・野球のみならず多目的に利用でき、地域活性化、交流推進に寄与する「ボールパーク」として整 

 備 

○施設概要 

所在地    岩手県盛岡市永井７地割16番地２（電話：019-613-3080） 

規 模    敷地面積91,800㎡ 野球場：地上３階建 屋内練習場：地上２階建 

   内 容    【野球場】 

・グラウンド  人工芝、両翼 100ｍ／中堅 122ｍ 

・収容人数   20,000人（内野12,000人、外野芝生席 8,000人） 

・スコアボード バックスクリーン一体型全面LEDパネル 

・その他    ブルペン、選手更衣室、関係者諸室など 

【屋内練習場】 

・多目的グラウンド 人工芝、平面50ｍ×50ｍ（フットサルコート２面分） 

・付属施設   トレーニングルーム、休憩スペースなど 

   開館時間   野球場：５：00～21：00、屋内練習場：８：00～21：00 

休館日    12/29から翌年１/３まで 

   HPアドレス  https://iwatemorioka-bp.com/ 

○建設費       約8,270,000千円  

○管理運営費  約2,620,000千円(15年間) 

○設置主体   岩手県、盛岡市      

○管理運営主体 盛岡南ボールパーク株式会社（指定管理者） 
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【秋田市】 

◎あきた芸術劇場ミルハス（R４.６.１開設） 

○設置（事業）目的・特色 

    本市の文化芸術の振興を図り、もって心豊かな市民生活および活力ある地域社会の実現に寄与す

る。 

○施設概要 

所在地    秋田市千秋明徳町２番52号（電話：018-838-5822） 

規 模    敷地面積：17,401.55㎡  

延床面積：22,653.08㎡ 

鉄骨鉄筋コンクリート造、一部鉄骨造 

内 容    【配置諸室】 

 大ホール、中ホール、小ホール２、創作室５(うち和室２)、和室２、研修室３、

練習室９、楽屋16（中ホール７、大ホール９）、事務室、応接室、会議室、給湯

室、倉庫、レストラン等 

 附属駐車場：約200台 

 駐輪場    ：自転車約55台、50cc以下５台 

※本施設は秋田市と秋田県が連携し、それぞれが保有する既存文化施設を一体的に

継承する新たな文化施設である。 

   利用時間   （大・中・小ホール）：午前９時から午後10時まで 

（諸室）            ：午前９時から午後11時まで 

休館日    （大・中・小ホール）：毎週火曜日および年末年始（12/29～１/３） 

       （諸室）            ：年末年始（12/29～１/３） 

   HPアドレス  https://akiat.jp 

○総事業費      市負担額（見込み）：10,500,000千円  

県・市合計の総事業費（見込み）：25,400,000千円 

○管理運営費  311,616千円(Ｒ５年度) 

○設置主体   秋田県・秋田市 

   ○管理運営主体 あきた芸術劇場ＡＡＳ共同事業体（指定管理者） 

【宇都宮市】 

◎LRT事業実施のための軌道施設（R５.８.26開設） 

○設置（事業）目的・特色 

 ・すべての市民の安全で快適な移動手段を確保し、交通渋滞の緩和、環境負荷の低減などを図るとと

もに、車利用からの転換を促進する公共交通ネットワークの実現に向け、その要となる東西基幹公

共交通としてLRTを整備する。 

・「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に基づき施設の整備・保有を公共（宇都宮市・芳

賀町）が担い、事業運営を別の主体（宇都宮ライトレール株式会社）が行う「公設型上下分離方 

式」により事業を実施する。 

・LRTについては、全国初の全線新設による整備を行うものである。 

・また、LRTに供給する電力は、地域新電力会社から家庭ごみ等の焼却による発電や家庭の太陽光発

電による再生可能エネルギーを供給しており、二酸化炭素を排出しないゼロカーボントランスポー

トを実現し、環境負荷の低減が図られるなど、本市のまちづくりに様々な効果をもたらすことが期

待できる。 

○施設概要 

所在地    宇都宮市・芳賀町（電話：028-632-2305） 

規 模    ＪＲ宇都宮駅東口（宇都宮市）～芳賀・高根沢工業団地（芳賀町）約14.6ｋｍ 

   内 容    整備延長 14.6ｋｍ（複線） 

停留場数 19か所（うち５か所にトランジットセンターを設置） 

車両基地 １か所   変電所  ４か所   追越施設 ２か所 

運行時間   ４時台～０時台（平日）、５時台～23時台（土日祝日） 

休業日    なし 

   HPアドレス  https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/kurashi/kotsu/lrt/index.html 

○建設費       約68,400,000千円（宇都宮市域：約60,300,000千円、芳賀町域：約8,100,000千円） 

○管理運営費  宇都宮ライトレール株式会社で対応 

○設置主体   宇都宮市、芳賀町（軌道整備事業者） 

   ○管理運営主体 宇都宮ライトレール株式会社（軌道運送事業者） 
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【岐阜市】 

◎柳ケ瀬子育て支援施設“ツナグテ”（R５.４.30開設） 

○設置（事業）目的・特色 

遊びを通じて子どもの生きる力を養い、子育てを行う家庭を支援するとともに、これらの人々の

交流を促進することにより中心市街地“柳ケ瀬”の「活性化」及び「にぎわいの創出」に寄与する

ため。 

○施設概要 

所在地    岐阜市徹明通２丁目18番地（電話：058-214-3117） 

規 模    敷地面積：―㎡ 建築面積：―㎡ 延床面積：1,927.71㎡ 

鉄筋コンクリート造 一部鉄骨造 

   内 容     中心市街地“柳ケ瀬”における市街地再開発事業“高島屋南地区市街地再開発事 

業”により整備される“柳ケ瀬グラッスル35”の４階部分に「岐阜市柳ケ瀬子育て

支援施設」愛称“ツナグテ”を整備し、この施設において、コンセプトを「あそび

場はまなび場」として、 

・遊びを通して学び、成長し、探求力を高め天候に関係なく遊び込める場所 

・それぞれの子どもの興味・関心等に応じ自ら考え選択できる多様な学びの場所 

・岐阜のまちに対して愛着や誇りをもって岐阜のまちが好きになるきっかけになる

場所 

・子育てに希望と安心のあるまちに向け地域の子育て力の向上 

を図る。 

また、絵本の読み聞かせを通じ子育て支援を図るとともに、市立図書館との連携

を図る。 

   開館時間   10：00～18：00 

休館日    毎月最終木曜、年末年始（12月29日～１月３日）、その他臨時休館日 

HPアドレス  https://www.city.gifu.lg.jp/tsunagute/index.html 

○総事業費   1,805,437千円  ※H26-R４の整備費用 

○管理運営費  135,758千円（R５予算額） 

○設置主体   岐阜市          ○管理運営主体   岐阜市 

【大津市】 

◎大津市環境美化センター（R５.４.１開設） 

○設置（事業）目的・特色 

  市内で発生する一般廃棄物（燃やせるごみ、燃やせないごみ、資源ごみ、大型ごみ）の中間処理

施設を公設民営（ＤＢＯ）方式によって環境美化センター及び北部クリーンセンターの２施設一体

事業として整備、運営を行ったもの。 

○施設概要 

所在地    大津市膳所上別保町785番地の１（電話：077-531-0230） 

規 模    敷地面積：39,167.58㎡ 建築面積：7,280.16㎡ 延床面積：13,474.20㎡ 

焼却施設（工場棟、玄関棟、計量棟、洗車棟） 

リサイクル施設（工場棟、ストックヤード棟） 

内 容    次の方針のもと整備 

①環境への負荷が小さい施設（環境保全性） 

②ごみを安全に処理できる施設（安全性） 

③ごみを安定的に処理できる施設（安定性） 

④エネルギーの回収に優れた施設（エネルギー回収性） 

⑤周辺環境と調和する施設（周辺環境調和性） 

⑥コストパフォーマンスの高い施設（経済性） 

   開館時間     ９：00～12：00 12：45～16：00 土曜日：９：00～12：00 

休館日    日曜、祝日、年末年始（１月２日～１月３日、12月29日～12月31日 ただし、焼却

施設は１月２日～１月３日、12月31日） 

   HPアドレス   https://www.city.otsu.lg.jp/soshiki/030/1702/index.html 

  ○総事業費（設計・建設）  焼却施設 ：約13,197,000千円 リサイクル施設：約3,567,000千円 

旧施設解体：約2,137,000千円  

○管理運営費  環境美化センター及び北部クリーンセンター合わせ約13,777,000千円（20年） 

○設置主体   大津市             ○管理運営主体 大津環境テクノロジー（株） 
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【豊中市】 

◎庄内さくら学園（R５.４.12開設） 

○設置（事業）目的・特色 

   庄内地域の小・中学校では、小規模校化が進行し人間関係の固定化や教育活動の制約などの課題

が深刻化している。このような課題を解消するため、多様な出会いの中でさまざまなものの見方や

考え方、価値観にふれることができるように一定の学校規模を確保するとともに、義務教育９年間

の学びを意識した指導や教育活動の工夫などに取り組み、教育内容の質的充実を図ることが求めら

れている。 

庄内さくら学園は、３小学校と２中学校を再編して新設される義務教育学校である。施設一体型

小中一貫の強みを生かし、子どもの発達段階にあわせて学年段階を４-３-２の３段階に区切り、指

導区分ごとに「つけたい力」や具体的な目標などを設定し、きめ細やかな指導を行う。また地 

域・保護者の方々に子どもたちの応援団として参画していただくコミュニティ・スクールを組織し、

地域とともにある学校の取り組みを進める。 

○施設概要 

所在地    大阪府豊中市庄内幸町４-29-２（電話：06-6333-0021） 

規 模    敷地面積：21,576.4㎡、延床面積：20,875.21㎡  

内 容    １階：１・２年生の普通教室、職員室、交流スペース、ランチルームなど 

２階：３・４年生の普通教室、大・小アリーナ、図書館、屋外広場など 

３階：５・６・７年生の普通教室、音楽室、オープンスペースなど 

４階：８・９年生の普通教室、プール、理科室など 

   開館時間   ８：30（登校時間）～ 

   HPアドレス  https://www.toyonaka-osa.ed.jp/cms/shonaisakura/ 

○建設費       約8,300,000千円 

○設置主体   豊中市 

   ○管理運営主体 豊中市 

【豊中市】 

◎庄内コラボセンター（R５.２.13開設） 

○設置（事業）目的・特色 

   （仮称）南部コラボセンター基本構想の実現に向け、拠点施設として庄内コラボセンターを開設。 

○施設概要 

所在地    豊中市庄内幸町４-29-１(電話：06-6334-1251) 

規 模    敷地面積：4,890.95㎡ 建築面積：2,310.75㎡ 延床面積：9,216.81㎡ 

鉄筋コンクリート造 

   内 容     南部地域活性化のため、庄内公民館、庄内出張所、庄内図書館、庄内保健セン 

ター、庄内介護予防センターの既存５施設に加え、新たに市民公益活動支援セン 

ター、子育て支援センターほっぺ南部分室、こども・教育総合相談窓口、豊中しご 

と・くらしセンターの新規４施設を含む複合施設として開設した。 

南部地域の新たなランドマークとして、地域課題解決と活性化の拠点と位置付け

ており、子育てや就労など市民の暮らしを支援し、さまざまな相談に対応すること

で、市民の皆さまに親しまれる施設をめざす。 

   開館時間   ９:00～21:00 

休館日    12月29日～１月３日 

   HPアドレス  https://www.city.toyonaka.osaka.jp/machi/shocolla/index.html 

○総事業費      約3,500,000千円 

○設置主体   豊中市 

   ○管理運営主体 豊中市 
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【吹田市】 

◎まちなかリビング北千里（R４.11.22開設） 

○設置（事業）目的・特色 

   阪急北千里駅前の公共施設は、昭和55年度（1980年度）に地区公民館、昭和56年度(1981年度）

中央図書館北千里分室（現：千里図書館北千里分室）として開館したが、整備から約40年経過し、

建物の老朽化、狭隘化が問題となっており、また、北千里地域は子育て世代の増加や高齢化の進行

への対応が課題となっていた。 

   そのため、「複合施設による子育て・学びの拠点づくり」をコンセプトに、子育て世代を支援す

る機能、教育・文化機能を誘導し、地域の機能性・利便性の向上を図るため、また、ひとつの施設

に機能を集約することで、様々な年代の人々が交流し、地域でつながるよう、各機能を融合した、

今後の千里ニュータウン再生のひとつのモデルとして、複合的なコミュニティ醸成機能を持つ施設

として整備したもの。 

○施設概要 

所在地    大阪府吹田市古江台３丁目８番１号（電話：06-6834-2921） 

規 模    敷地面積：5,250.10㎡ 建築面積：2,074.84㎡ 延床面積：3,070.55㎡ 

階数 地上２階、地下１階 

鉄筋コンクリート造 一部鉄骨造 一部木造 一部プレキャストコンクリート造 

   内 容    【共用エリア機能】オープンスペース（１階）、ホワイエ（２階）ほか 

【統合事務室機能】事務室ほか 

【児童センター機能】遊戯室、子供学習室、集会室ほか 

【外部】わんぱく広場 

【公民館機能】会議室、視聴覚室、調理実習室、和室、工作室、陶芸窯室 

【図書館機能】閲覧室、児童書閲覧室、おはなしスペース、予約棚スペース、学習

兼会議室、乳幼児室、対面朗読室、ブラウジング、ウェルカムホール、閉架書庫

ほか 

【北千里小学校メモリアル機能】壁面展示、倉庫 

   開館時間   北千里児童センター：10：00～18：00 

          北千里地区公民館 ：10：00～22：00 

          北千里図書館   ：10：00～20：00 

休館日    北千里児童センター：年末年始（12月29日～１月３日）・臨時休館あり 

          北千里地区公民館 ：毎週火曜日 祝日の翌日 年末年始（12月29日～１月３日） 

       北千里図書館   ：毎月最終火曜日 年末年始（12月29日～１月４日） 

   HPアドレス  https://machikita.jp/ 

○総事業費      2,011,254千円        ○管理運営費  503,305千円 

○設置主体   吹田市            ○管理運営主体 TRC北千里共同事業体 

【奈良市】 

◎公設フリースクール「ＨＯＰあやめ池」（R５.４.１開設） 

○設置（事業）目的・特色 

不登校の要因や相談内容は多様化してきており、支援の選択肢も多様化を迫られている。そのた

め、旧幼稚園舎を改修し、全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと協働的な学びの

スペースとして、令和５年４月に公設フリースクール「ＨＯＰあやめ池」を開設した。 

○施設概要 

所在地    奈良市あやめ池９丁目948-１（電話：0742-31-0001） 

規 模    敷地面積：2,872.72㎡ 建築面積：476.15㎡ 延床面積：793.20㎡ 

 鉄筋コンクリート 

内 容    １階：活動教室（和の部屋・キッチンのある図書の部屋） 

          スタッフルーム、保護者待合室 

       ２階：活動教室（PCの部屋・アートの部屋） 

          リズム室 

開館時間   ９：00～17：00 

休館日    土・日・祝日 

   HPアドレス  https://www.city.nara.lg.jp/site/hop/171159.html 

○建設工事費    34,961千円  ○管理運営費    約22,000千円 

○設置主体   奈良市    ○管理運営主体   奈良市 
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【鳥取市】 

◎鳥取市鳥獣減容化施設（R４.４.１開設） 

○設置（事業）目的・特色 

農作物被害等の防止のために捕獲した野生鳥獣については、埋設、焼却又は食用を基本としてい

たが、新たに微生物により分解を行う減容化施設を設置することにより、最も多く処理されていた

焼却施設の代わりとして捕獲鳥獣の持込み及び処理と施設での捕獲確認手続きが可能となった。 

それにより、捕獲者の処理に係る労力の軽減により、捕獲効率の向上や捕獲の強化を図り、被害

防止に繋げていく。 

○施設概要 

所在地    鳥取市国府町岡益464（電話：0857-26-9737） 

規 模    敷地面積：既存施設（1,643.54㎡）の一部を使用   

   内 容     焼却場として利用していた旧国府クリーンセンター施設のプラットホーム部分

を使用し、減容化プラント、脱臭装置、保管用冷凍庫各２基分を設置し、１日当た

り約240㎏（イノシシ４頭、シカ４頭分程度）を微生物により減容化処理を実施。 

【施設の特徴】 

環境面に配慮し、焼却処理を減らすとともに、既存施設の有効活用により、 

低コストでの整備を実現。 

   開館（搬入受入）時間  平日９：00～12：00、13：00～16：30 土曜日９：00～12：00 

   休館日    日曜、祝日、12月29日から１月３日 

   HPアドレス  https://www.city.tottori.lg.jp/www/contents/1648462362321/index.html 

○総事業費      108,727千円 

○管理運営費  19,065千円（令和５年度） 

○設置主体   鳥取市 

   ○管理運営主体 鳥取市 

【倉敷市】 

◎くらしきすこやかプラザ（R４.７.29開設） 

○設置（事業）目的・特色 

自立した日常生活が困難な障がい者及び就労を希望する障がい者に、日常生活を営むために必要

な訓練並びに就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な支援を行うため設置された「ふじ 

園」、18歳未満の子どもを対象に心身ともに健やかに育成することを目的として設置された「倉敷

児童館」、地域の高齢者に対して各種の相談に応ずるとともに、健康の増進、教養の向上およびレ

クリエーションのための便宜を総合的に供与し、高齢者に健康で明るい生活を営ませることを目的

として設置された「有城荘」からなる複合施設「くらしきすこやかプラザ」として、子どもや高齢 

者、障がい者が健全で楽しく共にふれあう、生きがいと元気のあふれる活動の拠点施設。 

○施設概要 

所在地    倉敷市有城710番地（電話：施設により異なる（HP参照）） 

規 模    敷地面積：6,070.37㎡ 建築面積：2,050.71㎡ 延床面積：2,672.57㎡ 

ＲＣ造・一部Ｓ造・Ｗ造 

特 色    ＺＥＢ Rｅａｄｙ取得建物で、省エネ性能を高め、光熱費の削減を図っている。 

開館時間   施設により異なる（HP参照） 

休館日    施設により異なる（HP参照） 

   HPアドレス  https://kgwc.or.jp/sukopla/ 

○総事業費      1,168,756千円 

○管理運営費  153,850千円（３施設計 令和５年度） 

○設置主体   倉敷市 

   ○管理運営主体 倉敷市総合福祉事業団（指定管理者） 
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【倉敷市】 

◎倉敷市自然の家（R４.４.１再開開設） 

(旧称：倉敷市少年自然の家・S51.５.１開設、建替えのため休館：R２.１.１～R４.３.31） 

○設置（事業）目的・特色 

 【目的】 

恵まれた自然環境の中で、宿泊研修、野外活動等を通じた生涯学習の機会を提供し、もって市民

の心身の健全な育成に寄与するため。 

【特色】 

民間資金を活用するＰＦＩ手法を用いて、ＰＦＩ事業者が施設の設計、建設を行い、建物の所有

権を市に移管した後、施設の維持管理、運営を行うＢＴＯ方式を採用している。 

○施設概要 

所在地    倉敷市児島由加2708（電話：086-477-5010） 

規 模    敷地面積：77,141.62㎡ 建築面積：4,093.75㎡ 延床面積：5,195.30㎡ 

メイン棟：RC３階建 他 

   内 容    小学校の山の学習、中学校の自然教室を実施する宿泊施設。 

小学校、中学校の利用を妨げない範囲で、積極的に一般利用客を受入している。 

開館時間   ９：00～21：00 

休館日    12月28日から１月４日 

   HPアドレス   https://ycn.sakura.ne.jp/web/ 

○総事業費     2,980,489千円 

○管理運営費  103,449千円 

○設置主体   倉敷市 

   ○管理運営主体 倉敷かわせみとくすの木の森株式会社 

（指定管理者） 

 

【松山市】 

◎（仮称）松山市動物愛護センター（R６.３開設予定） 

○設置（事業）目的・特色 

    収容動物の譲渡機会の創出及び動物愛護の啓発の推進を図ることを目的として、動物愛護施設を

整備する。 

新施設では、収容動物の飼育スペースを拡張するとともに、新たにマッチングスペースや診療室

を設置し飼育環境の充実を図るほか、啓発スペースの設置や各種イベントの実施など、市内からア

クセスの良い松山総合公園という立地条件を生かし、親子連れなど公園を利用される方に、動物愛

護の啓発を行うことによる教育効果や、集客効果を見込む。 

○施設概要 

所在地    松山市朝日ヶ丘１丁目ほか（松山総合公園内）（電話：未定） 

規 模    動物舎 延床面積200㎡、啓発スペース 延床面積110㎡ 

内 容    動物舎：保護した動物の収容、返還、譲渡を行う施設。 

マッチングスペース、犬猫収容室、観察室、診療室、洗浄室。 

管理棟１階及び４階：動物愛護の啓発を行ったり、公園利用者が休憩に利用するス

ペース 

開館時間   未定 

休館日    未定 

HPアドレス   http://www.city.matsuyama.ehime.jp/kurashi/kurashi/pet/aigosisetuseibi.ht

ml 

  ○建設費    約250,000千円 

  ○管理運営費  未定 

○設置主体   松山市 

   ○管理運営主体 松山市 
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【久留米市】 

◎Cafe＆Studio KURUMERU（R４.７.２開設） 

○設置（事業）目的・特色 

【目的】 

都市公園法第５条の２による公募対象公園施設（Park PFI） 
  【特色】 

都市の緑とオープンスペースとして、都市公園を一層柔軟に使いこなし、効果・効率的に都
市機能を高めていくことを目的とし、民間との連携による質の高い公園管理・運営を図ってい
くため、公園へ公募 Park PFI による民間施設を設置した。 

○施設概要 

所在地    久留米市東櫛原町1752－1（中央公園内）（電話：0942-64-8666） 

規 模    敷地面積：236,032㎡ 建築面積：299.88㎡ 延床面積：294.04㎡  

木造・平屋建て 

内 容    公募対象公園施設  カフェ・ライフスタジオ・トレーニングルーム 

特定公園施設    トイレ・休憩棟、駐車場、駐輪場 

開館時間   10：00（土日祝９：00）～17：00    休館日  年末年始 

HPアドレス  https://www.city.kurume.fukuoka.jp/1050kurashi/2060dourokasen/3040machizu

kuri/2022-park-pfi.html 

  ○総事業費   36,614千円          

○管理運営費  民間運営 

○設置主体   久留米市中央公園<グッドサイクル>プロジェクト共同体 

○管理運営主体 代表企業 高橋（株）（設置管理許可） 

【長崎市】 

◎全天候型子ども遊戯施設（愛称「あぐりドーム」）（R４.10.28開設） 

○設置（事業）目的・特色 

【目的】 

子どもの好奇心、自主性、想像力等を育むため、天候に左右されずに子どもが安心して自由に遊

び、交流等ができる施設として、「あぐりの丘」に整備するもの 

【特色】 

・広大な敷地で豊かな自然がある「あぐりの丘」に、長崎市には少ない全天候型（屋内）の子ども

遊戯施設を設置したことで、家族連れが「あぐりの丘」を楽しむ機会が広がっている。 

・中庭を有する円形状の建物で、保護者等が子どもたちを見守りやすい。 

・子どもの年代に配慮しつつ、発育段階に合わせた様々な遊具を設置している。 

・敷地駐車場からベビーカーや車いすなどでも入れるようにカーポートやスロープを整備してい

る。 

○施設概要 

所在地    長崎市四杖町2671-１（電話：095-801-3232） 

規 模    敷地面積：23ha（あぐりの丘全体面積） 

建築面積：1,761.86㎡ 延床面積：1,753.67㎡ 

       鉄骨造平家建 

   内 容    子どもの遊び場（大型ネット遊具、ふわふわドーム、クライミングウォール、 

ボルダリングウォール、木のボールプールなど）、多目的スペース、 

授乳室（２室）、多目的トイレ、救護室ほか 

   開館時間   ９：00～17：00 

休館日    毎週水曜日（ただし、夏休み等学校休業日は開館、 

水曜日が祝日のときは翌営業日が休館） 

HPアドレス   https://agri-ngs.com/aguri_dome/ 

○総事業費      1,135,193千円(Ｒ元年度～Ｒ４年度まで) 

○管理運営費  837,419千円（令和４～９年度までの総額、修繕に係る委託料を含む） 

○設置主体   長崎市      ○管理運営主体  グロウスピア共同事業体（指定管理者） 
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【鹿児島市】 

◎鹿児島市立天文館図書館（R４.４.９開設） 

○設置（事業）目的・特色 

①居心地のいい空間を提供する図書館 

 ・にぎわいと落ち着きのある空間を緩やかにつないだ空間 

 ・デザインや快適性を考慮した家具 

・会話もOK（ある程度の音は許容） 

 ・蓋付き飲み物の持込みも許容 

 ・子どもが遊びながら楽しく本を読めるよう子ども什器やジャグジーを設置 

②市民活動と地域のまちづくりを支援する図書館 

 ・オープンな場で読書会やワークショップなどの活動を行うことが可能 

 ・展示や物販もできるギャラリーを設置 

 ・市民や事業者等が参加してイベント等の企画運営活動ができる体制づくり 

③その他 

 ・ビジネス、若者、ファミリー層などが手に取りやすい本を選び、本屋のようなテーマ別での

配架や棚づくり 

・自動貸出機や座席予約システムなどのICT機器を導入 

○施設概要 

所在地    鹿児島市千日町１番１号センテラス天文館４・５階（電話：099-295-0001） 

規 模    面積：6,086.89㎡ 建築面積：5,466.04㎡  

延床面積：36,645.02㎡（図書館：2,121.92㎡） 

   内 容     商業ビルの中にある図書館として、落ち着いた雰囲気の中、買い物の合間に立ち

寄ってゆったりと本を楽しむ憩いの場としてだけではなく、「みんなをつなぐ図書

館」というコンセプトのもと、図書館に人が集い、つながり、交流することで、新

たなものが生まれる場となることも期待し設置。 

開館時間   10：00～20：00 

休館日    不定休 

HPアドレス  https://lib.kagoshima-city.jp/tenmonkan/ 

○総事業費      1,931,011千円 

○管理運営費  174,588千円（令和５年度予算） 

○設置主体   鹿児島市     

○管理運営主体 （株）図書館流通センター（指定管理者） 
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自治体名 施策・事業名 所管部局 概要
予算

（千円）

ウィズコロナ下の救急医療体
制確保

保健福祉局

・診療科を問わず搬送困難患者を受け入れる病院を
「拠点病院」と位置づけ補助金を支給
・二次救急当番病院への補助体系の見直し
・夜間急病センター指定管理費等

1,902,000

さっぽろ医療DX推進 保健福祉局

・病床の空き状況や診療科目等から受入候補となる
医療機関一覧をリアルタイムで表示する救急搬送支
援システムの構築
・急性期を脱したものの引き続き療養が必要な患者
の円滑な転院のための救急患者受入病院と後方支援
病院のマッチングを行うシステムの構築
など

30,000

公共交通システム検討
まちづくり
政策局

持続可能な公共交通の構築に向けた、新たな公共交
通システムの検討

28,000

議会のＩＣＴ化推進 議会事務局
札幌市議会のペーパーレス化及びＩＣＴ化を推進す
るためのタブレット端末等の導入

15,000

（仮称）仙台こども財団の設
立

こども若者
局

子育てしやすいまちづくりを進めるため、子ども・
子育て支援に係る事業を行うことを目的とした財団
を設立する。

13,000

子ども医療費助成所得制限撤
廃

こども若者
局

令和５年４月から子ども医療費助成における所得制
限を撤廃し、子育て家庭の経済的負担の軽減を図
る。

394,070

伴走型相談支援と応援給付金
の一体的実施

こども若者
局

妊娠期から出産・子育て期まで一貫して支える伴走
型相談支援と、経済的負担軽減に向けた出産・子育
て応援給付金の支給を一体的に実施する。

796,260

複合施設基本構想策定等
まちづくり
政策局
文化観光局

音楽ホールと中心部震災メモリアル拠点の複合施設
整備に向けた基本構想を策定するとともに、基本計
画の検討に着手する。

55,385

デジタル地域通貨導入調査の
実施

経済局
地域経済の活性化、行政サービスの向上、地域コ
ミュニティの創出及びデータを活用した施策等の実
現を図るデジタル地域通貨の導入調査を実施する。

31,855

ゼロカーボンシティ実現に向
けた地域循環共生圏の構築

環境局

ゼロカーボンシティの実現に向けて、エネルギーの
地産地消の推進体制を構築するとともに、脱炭素先
行地域における再生可能エネルギーの導入拡大等の
取組を実施する。

756,480

３歳児健康診査における眼科
屈折検査の実施

保健衛生局
３歳児健康診査の視覚検査において、屈折検査を導
入し、視覚異常の早期発見・早期治療につなげるた
めの支援を実施する。

21,624

多子世帯子育て応援金給付事
業

子ども未来
局

多子世帯の育児に要する費用の経済的負担を軽減す
るため、第３子以降の子どもが生まれた家庭に対
し、子育て応援金を支給する。

67,702

千
葉
市

国家戦略特区の推進 総合政策局

国家戦略特区の制度を活用した規制改革による取組
みを推進するとともに、未来技術の社会実装を見据
え、民間事業者によるドローン宅配や自動運転モビ
リティなどの実証実験を支援する。

246,000

政令指定都市の特色ある施策・事業
令和５年度の実施（予定）施策・事業の中から各政令指定都市の特色ある施策・事業を紹介します。

札
幌
市

さ
い
た
ま
市

仙
台
市
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自治体名 施策・事業名 所管部局 概要
予算

（千円）

地球温暖化対策の推進 環境局

2050年の脱炭素社会を実現するため、「千葉市気候
危機行動宣言」を公表し、企業を含むあらゆる主体
の取り組みを推進するとともに、令和５年４月に新
たな地球温暖化対策実行計画をスタートさせた。
また、令和４年11月には、「脱炭素先行地域」に県
内で初めて選定されており、令和５年度は、事業計
画に基づき、公共施設へ太陽光発電を導入するとと
もに、清掃工場の余剰電力を他の市有施設で活用す
るためのシステム構築を進める。

576,000

区役所を中心とした地域支援
プラットフォームの構築

市民局

複雑多様化する地域課題の解決や、町内自治会等の
地域コミュニティの維持・強化を図るため、区役所
を中心とした「地域支援プラットフォーム」の構築
に向けた取組みを進める。

1,000

未来の千葉市農業創造 経済農政局

本市農業の持続性を高めるため、既存の機械・施設
の補助事業を整理・統合するとともに、新たに新規
就農を支援対象に加えた総合的な助成事業として
「未来の千葉市農業創造事業」を創設する。

114,000

水素戦略の推進
臨海部国際
戦略本部

水素社会の実現に向けて、「川崎水素戦略」等に基
づき、臨海部におけるＣＯ２フリー水素等の供給・
需要拡大に向けた取組、カーボンニュートラルコン
ビナートの形成等に関する理解促進に向けた取組を
推進する。

43,765

多様な主体による協働・連携
のしくみづくり

市民文化局

「市民創発」による持続可能な暮らしやすい地域の
実現に向けた「これからのコミュニティ施策の基本
的考え方」に基づく、誰もが気軽に集え、多様なつ
ながりを育む地域の居場所「まちのひろば」の創出
や、様々な人や団体をつなげ、地域での新たな活動
等を生み出していくプラットフォーム「ソーシャル
デザインセンター」の創出や運営支援等の取組を推
進する。

19,074

災害時の拠点となる本庁舎等
の建替え

総務企画局

本庁舎等について、市民の安全で安心な暮らしを確
保するため、災害対策活動の中枢拠点として、高い
耐震性能と業務継続性を確保した新本庁舎への建替
えの取組を進める。

2,862,496

デジタル化・国際化に対応し
たイノベーションの推進

総務企画局

様々な分野におけるイノベーション（革新）を推進
するため、多様な主体に よる連携を図るとともに、
イノベーション拠点の整備を推進します。また、デ
ジタルファーストの行政サービスの提供や地域社会
のデジタル化に向けた取組を推進する。

840,012

はじめてのおあずかり券
こども青少
年局

誰もが気兼ねなく預けられることで育児負担の軽減
を図ることを目的に、新たに赤ちゃんの産まれた世
帯に無料で一時預かりを利用できる電子クーポン
（24時間分）を配付し、保育所等での一時預かり利
用のきっかけとなるようにする。

196,057

子サポdeあずかりおためし券
こども青少
年局

横浜子育てサポートシステムについて、新たに赤
ちゃんの産まれた世帯が会員として利用登録した際
に無料券（８時間分）を配付する。更に、利用料を
値下げするとともに、預かる方へ補助を行うことで
利用を促進する。

217,111

川
崎
市

横
浜
市

千
葉
市
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自治体名 施策・事業名 所管部局 概要
予算

（千円）

データを活用した通学路の
交通安全対策

道路局
教育委員会

「通学路における子どもの交通事故死ゼロ」に向
け、ビッグデータを活用した予防保全型の交通安全
対策に取り組む。ＥＴＣ2.0から収集した車両速度
データ等を活用・分析し、ハード・ソフト両面で子
どもの通学路の交通安全対策を進める。

1,264,897

カーボンニュートラルポート
の形成促進

港湾局
温暖化対策
統括本部

本牧ふ頭の公共岸壁において、全国に先駆け陸上電
力供給設備の整備を行うなど、カーボンニュートラ
ルポートの形成に向けた取組を実施する。

209,957

SDGs推進事業 市長公室

SDGsの目指す持続可能で誰一人取り残さない社会の
実現や、地域課題の解決に向けて、SDGsの普及啓発
に加え、市民、企業、団体等の連携体制の強化や具
体的行動の促進に向けた取組を実施する。

22,498

共にささえあい生きる社会づ
くりの推進

健康福祉局

様々な機会や媒体を通じた障害に関する市民への理
解促進など、障害の有無にかかわらず、あらゆる人
の尊厳が守られ、安全で安心して暮らすことのでき
る「共にささえあい　生きる社会」の実現に引き続
き取り組む。
また、相談支援体制の更なる充実を図るため、中央
区への市内３か所目となる障害者相談支援キース
テーションの設置に向けた取組を進める。

101,023

少子化対策公園改修事業 環境経済局

子育て世代のニーズへ対応するため、魅力的で安
全・安心に遊べる「子育て応援公園」として、相模
原北公園、淵野辺公園及び相模大野中央公園の改
修・更新を行う。

40,098

グリーンスローモビリティ運
行支援事業

都市建設局

高齢化や地域特有の地理条件などから、身近な移動
に困難さを抱える地域において、地域主体で導入可
能な移動手段を検討するため、グリーンスローモビ
リティの実証運行を行う。

24,312

さがみはら休日一時保育事業
こども・若
者未来局

多様な保育ニーズに対応するため、休日においても
利用可能な一時保育施設の設置に向け、必要な準備
作業を実施する。

270

市街地再開発事業等の促進 都市政策部
都市再生緊急整備地域の規制緩和等の活用、および
市街地再開発事業、優良建築物等整備事業等の補助
事業を活用し、民間開発事業を促進する。

742,100

テレワーカー移住・定住促進
事業

経済部

地域おこし協力隊を活用し、本市でのテレワークの
実践を通した情報発信、イベント企画、首都圏企業
でのPRなどにより、テレワーカー移住者を本市に呼
び込む。また、テレワーカーのコミュニティを構築
し、移住者が移住者をさらに呼び込む仕組みをつく
る。

12,800

妊産婦医療費助成
こども未来
部

妊産婦の健康の保持・増進を図るため、医療費の助
成を行う。令和５年度より所得制限を撤廃し、対象
者を市内の全妊産婦に拡充する。

87,765

新潟市産後ケア事業
こども未来
部

出産後の一定期間、産婦及び乳児に産後の母体管
理、沐浴、授乳指導、その他必要な保健指導を実施
することにより、子どもを産み育てやすい体制の整
備を図る。令和５年度より希望する産婦がより利用
しやすくなるように、助成制度を拡充し、利用料金
を引き下げる。

25,622

相
模
原
市

新
潟
市

横
浜
市
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自治体名 施策・事業名 所管部局 概要
予算

（千円）

新
潟
市

多子世帯の保育料等軽減事業
こども未来
部

多子世帯の経済的負担の軽減を図るため、国基準を
上回る市独自の保育料等軽減を行う。特に令和５年
度からは、第３子以降の保育料等が無償となる対象
者を拡大（多子軽減計算の対象とするきょうだいの
年齢上限を小学３年生から高校３年生へ引き上げ）
し、さらなる負担の軽減を図る。

566,149

第２子以降の保育料完全無償
化

子ども未来
局

世帯の所得やきょうだいの年齢、保育所等の利用に
関わらず、保護者が監護し生計が同一の子で、第２
子以降の保育料を無料とする。

691,452

プロスポーツチーム等連携プ
ロジェクト

観光交流文
化局

プロ卓球チームと連携した地方創生事業（ホーム
ゲームへの観戦招待、卓球教室開催等）

90,000

御幸町９番・伝馬町４番地区
市街地再開発事業

都市局
御幸町９番・伝馬町４番地区市街地再開発事業にお
ける建築工事等。再開発ビルの主要用途は商業、専
門学校、事務所等。

227,700

脱炭素先行地域再エネ設備等
導入事業補助金

環境局
エリア内の建物屋根への太陽光発電設備導入事業費
の補助、エリア内への再エネ設備導入に向けた詳細
設計事業費の補助等。

353,500

スタートアップ支援関連事業 産業部

外部のスタートアップ誘致や地域内スタートアップ
の創出により、スタートアップを集積させ、ものづ
くり産業とのオープンイノベーションを推進、新た
な製品・技術・産業を創出し、さらに基幹産業とな
るような産業を生み出すことを目指す。
・トライアルオフィス運営、ファンドサポート、実
証実験サポート、次世代スタートアップ育成など

496,727

浜松ウエルネスプロジェクト
事業

ウエルネス
推進事業本
部

「予防・健幸都市」の実現に向け、医療機関や大
学、経済団体、関連団体などの官民が連携し、市民
の疾病・介護予防や健康づくりとウエルネス・ヘル
スケア産業の振興に取り組む。

15,581

大河ドラマ関連事業 産業部

大河ドラマを契機として観光誘客により地域の活性
化を図る。
・ドラマ館の運営や誘客宣伝、関連まちなか活性化
事業など

1,000,172

地域経済活性化促進事業 経済局
消費喚起及びキャッシュレス決済の利用促進による
地域経済の活性化を図るため、紙及び電子のプレミ
アム付商品券を発行する。

9,227,573

妊婦・子育て家庭応援金の支
給等

子ども青少
年局

全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てが
できるよう、伴走型相談支援と経済的支援を一体的
に実施する。

1,788,144

消防団詰所の整備 消防局
必要な耐震性を有するとともに、継続的・長期的な
活動を可能とするスペースや女性団員に配慮した設
備を有する消防団詰所を整備する。

417,077

キャリア教育推進センター
（仮称）の開設

教育委員会
事務局

自分らしい生き方を発見し、実現するための力を育
むキャリア教育を効果的に実践していくためのサ
ポート機関としての 「キャリア教育推進センター
（仮称）」を開設する。

20,000

浜
松
市

名
古
屋
市

静
岡
市
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自治体名 施策・事業名 所管部局 概要
予算

（千円）

620,969
（債務負担行
為設定含む）

子ども医療費支給制度の拡充
子ども若者
はぐくみ局

京都府と府市協調で制度を拡充し、令和５年９月診
療分から、３歳から小学生までの通院医療費の１か
月の自己負担額上限を従来の1,500円から１医療機関
200円へ引き下げる。

2,617,921

京
都
市

１ 推進体制の運営
京都市内の「脱炭素先行地域」の創出を目指し、本
市や事業者、金融機関等で構成する「京都市脱炭素
先行地域推進コンソーシアム」及び以下の支援事業
を行う事務局を運営する。また、当該地域における
民生部門の電力消費に伴うＣＯ２排出量正味ゼロを
実現するために必要となる取組等について、調査・
検討等を行う。

２ 脱炭素化の支援
脱炭素先行地域の創出を目指すエリア（文化遺産
群、商店街、住まい、グリーン人材育成拠点群等）
において脱炭素化を実現するため、事業者等に対し
国の交付金を活用し、太陽光発電設備・蓄電池の設
置、省エネ機器への切替え等の補助を行う。

【主な事業の特色】
国においては、「地域脱炭素ロードマップ」に基づ
き、「脱炭素先行地域」を2025年度までに全国で少
なくとも100箇所創出することとしており、本市にお
いても「京都の文化・暮らしの脱炭素化で地域力を
向上させるゼロカーボン古都モデル」をテーマとし
て提案を行い、令和４年11月に選定を受けた。
本市では、寺社等の文化遺産群や商店街、住まい等
の脱炭素化を通じて、訪れてよし、商ってよし、住
んでよしのサステナブルな賑わいを創出する、京都
ならではの脱炭素転換モデル構築に取り組む。

文化庁の京都への本格移転後、文化庁との連携を密
にし、京都の文化の多様性や層の厚みを、新・文化
庁の政策に生かしていただけるようにすることによ
り全国に貢献するとともに、文化庁が所在する「文
化首都」にふさわしい文化政策を以下のとおり推進
する。

１　市民等を招いての新たな茶会の開催
市役所本庁舎（和室及び正庁の間）等を会場に、市
民茶会を企画・開催。また、事業の推進にあたり、
若い担い手に協力・参画を呼びかけ、京都の文化の
若い担い手の育みや、すそ野の拡大等につなげる。

２　生活文化振興月間「暮らしの文化に親しむ月」
（仮称）の実施
茶道や華道など、生活文化を重点的に振興、普及啓
発する期間を設け、生活文化に関連する情報を広く
発信すること等により、実際に体験したり、日常生
活に取り入れるといった、暮らしの文化に親しんで
いただくきっかけづくりを進める。

環境政策局
京都市脱炭素先行地域創出事
業

文化庁移転を契機とした生活
文化の振興

文化市民局

企業立地促進プロジェクト

326,800

5,000

産業観光局

１　企業立地促進助成
　⑴　賃貸用事業施設等立地促進制度補助金の創設
　⑵　企業立地促進制度補助金の充実
２　首都圏企業等誘致促進事業
　⑴　ビジネス拠点としての京都の魅力・立地支援
　　　メニュー等の発信
　⑵　首都圏等の企業誘致に向けた企業訪問・営業
    　活動
　⑶　進出企業コミュニティ形成促進
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自治体名 施策・事業名 所管部局 概要
予算

（千円）

働き方改革推進事業（バック
オフィスDX）

デジタル統
括室
ＤＸ推進担
当
（ＤＸ推進
グループ）

デジタル技術を活用し、内部（バックオフィス）業
務の全体最適化を行い、市役所組織全体のパフォー
マンスや業務品質を向上させるため、所属横断的な
PT（プロジェクトチーム）を設置し、高度な専門的
知見を有する民間事業者の支援により、業務全体の
データ等方式設計やロードマップの作成など、今後
の具体的な行動指針となるグランドデザインを令和
５年度中に策定する。このグランドデザインを基
に、令和６年度以降に各システムのライフサイクル
にあわせて順次システムへ反映する。

97,000

家事・育児訪問支援事業
こども青少
年局

子育てに対して不安や負担を抱えている要保護家庭
等やヤングケアラーのいる家庭の居宅を訪問し、家
事・育児を支援することで、虐待などの高まりを未
然に防止（大阪市は利用負担を求めず）。

34,968

ヤングケアラーへの寄り添い
型相談支援事業

こども青少
年局

もと当事者等が聞き手となるオンラインサロンや、
市内に拠点を構えたピアサポートを行うとともに、
希望に応じて関係機関（区役所等）へ同行するなど
の支援を強化。
新たに、外国語対応が必要な家庭に対し、通訳派遣
を実施。

40,132

正蓮寺川公園のアート公園化
事業

此花区役所
まちづくり
推進課（総
合企画）

環境問題克服の象徴である正蓮寺川公園に、2025年
日本国際博覧会を契機として賑わいを創出するた
め、また、区制100周年を記念するため、当公園に相
応しい100以上のパブリックアートを長年かけ設置し
ていく事業。令和６年度からの本格実施に先立ち、
今年度はプレとなるパブリックアートを２点設置す
る予定。

41,760

第２子以降の保育料無償化
子ども青少
年局

０歳から２歳児のうち、第２子以降の子どもの保育
料を、上のきょうだいの年齢（生計を一にしている
場合※）や世帯の所得に制限を設けず、市独自に無
償化する。

1,012,671

子どもの総合的な学力の向上
教育委員会
事務局

IRT調査等を活用した効果的な取組の検証・全校展開
や総合学力プロフィール作成等を実施する。

18,038

空き家活用による子育て世代
の定住支援

建築都市局
空き家を購入して転入・転居する若年夫婦および子
育て世帯に対し、取得費用を補助する。

36,000

堺
市

京
都
市

大
阪
市

若年・子育て層であり、かつ、次代のまちの担い手
ともなる層をターゲットとし、市場に流通していな
い既存住宅の流通を促進するため、既存住宅市場が
持つ課題や新たなニーズの掘り起こし、先行事例を
調査したうえでの課題解決手法の検討、既存住宅に
関する情報発信、協働して取り組む団体・企業の開
拓などを行う。
実施に当たっては、既存住宅市場の流通を担う民間
事業者（不動産、金融等）、大学、地域等との連携
を一層強化し、それらの団体の提案やアイデアを活
かした空き家の一層の活用・流通策を検討し、実現
に向けて取り組む。
①　既存住宅の所有者に向けた空き家関連講座等の
情報発信（既存住宅の供給の後押し）
②　ＵＩＪターン等「京都で暮らしたい人」に向け
た情報発信（既存住宅を活用した住まいと住まい方
の情報提供）
③　郊外エリアにおける既存住宅の流通及び利活用
策の検討（市場性がない既存住宅への価値の付与、
低廉な既存住宅の供給）
④　既存住宅の商品力の向上（既存住宅の魅力を高
める提案）

空き家の活用・流通促進に関
する取組

都市計画局 30,000
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自治体名 施策・事業名 所管部局 概要
予算

（千円）

堺
市

G7貿易大臣会合大阪・堺推進
協力事業

市長公室

2023年10月28日、29日に開催されるG7大阪・堺貿易
大臣会合及び関連する一連の事業への協力・支援な
どを通じて、貿易大臣会合の成功と世界に向けた大
阪・堺の発信と存在感の向上及び発展をめざす。

39,586

神戸空港の機能強化 港湾局

2025年国際チャーター便運用開始・国内線発着枠拡
大に向け、空港基本施設やサブターミナルの整備等
を行う。2030年前後の国際定期便就航に向け、広域
ネットワーク機能調査・検討を進め、神戸市以西の
新たな市場開拓などに取り組む。 カーボンニュート
ラルエアポートの形成に向け、合成メタンやＳＡＦ
（持続可能な航空燃料）の導入検討などを進める。

8,813,000

神戸登山プロジェクト 経済観光局

六甲山系や丹生山系等に、国内外からの誘客をはか
るため、JR 新神戸駅内の登山拠点や登山道沿いの休
憩キャビンを整備し、山麓周辺の店舗による登山サ
ポート体制を構築する。山の新たな魅力を創出する
ため、つくはら湖を活用したアクティビティを検討
する。

137,000

水素エネルギーの利用促進 環境局

神戸空港島の液化水素荷役基地 Hy touch神戸や、港
島クリーンセンターを水素事業情報発信拠点として
整備、水素利活用事業の実証フィールドとして提供
する。水素産業の育成に向け、地元企業等が実施す
る先駆的実証事業への支援を行う。国内外との連携
を強化し、水素事業に関する情報共有を図る。

158,860

コロナによる健康２次被害対
策

健康局

コロナ禍の外出機会減少で高齢者のフレイルが進行
する中、転倒により要介護状態になるリスクが高い
サルコペニア（筋肉量の減少及び筋力の低下）増加
防止の緊急対策として、71歳以上を対象に、駅前や
スーパー等で、「転倒リスクチェック」実施。サル
コペニア疑いの方を対象に、リハビリ専門職等によ
る短期集中プログラムを実施。

41,000

岡山芸術創造劇場ハレノワの
開館

市民生活局

岡山芸術創造劇場ハレノワの開館を契機に、本市の
文化力の向上を図るとともに、中心市街地の活性
化、回遊性の向上など、まちの魅力アップや新たな
賑わいの創出につなげる。

1,206,000

文化財と観光の融合による新
たな魅力づくり事業

教育委員会
事務局
産業観光局

・国指定史跡について、地下に埋没している遺構を
復元、表示し、史跡を訪れた市民や観光客がその文
化的価値を享受できる環境を整備
・歴史・文化遺産の魅力及びその価値やエピソード
等を観光的な視点を踏まえてわかりやすく発信し、
観光誘客を図る

284,711

子ども医療費助成事業 保健福祉局

子供医療費の全部または一部を支給し、子どもの健
康の保持及び増進に寄与するとともに児童福祉の向
上を図る。
（子ども医療費助成の拡充）
・一部助成を行っている小学生の通院医療費を全額
助成（自己負担１割→無料）
・新たに中学生の通院医療費を一部助成
　（自己負担３割　→１割）
・新たに高校生の通院医療費を一部助成
　（自己負担３割　→１割）
・新たに高校生の入院医療費を全額助成
　（自己負担３割　→無料）
　※高校生とは、在学の有無に関わらず18歳に達し
た日以後の最初の３月31日まで

2,446,000

岡
山
市

神
戸
市
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自治体名 施策・事業名 所管部局 概要
予算

（千円）

保育園等における利便性向上
の推進

岡山っ子育
成局

保育園・認定こども園・幼稚園において、保護者の
利便性の向上及び保育士の負担軽減を図る。
・使用済みおむつの園廃棄
・保育園等で行う現金徴収のキャッシュレス化

61,900

地球温暖化対策事業 環境局

１.プラスチック資源の分別回収・リサイクル
２.食品ロス削減推進事業
３.学校給食の食品リサイクル事業
４.ZEH普及啓発事業
５.スマートエネルギー導入促進事業補助金
６.その他（ゼロカーボン研究会、太陽光発電設備等
共同購入事業、電力の自己託送事業　など）

1,646,959

広
島
市

西風新都環状線（梶毛西工
区）の整備

都市整備局
西風新都整
備部

西風新都における幹線道路のネットワーク機能を強
化するため、梶毛西地区の開発動向に歩調を合わ
せ、整備に取り組む。

20,000

首都圏機能のバックアップ戦
略検討

企画調整局

北九州市の災害リスクに強い基盤、充実したインフ
ラ等を活かし、首都圏に集中する本社やデータセン
タ、政府機関等のバックアップ機能を集積する
「バックアップ首都」戦略の検討を行う。

3,000

第２子以降の保育料完全無償
化

子ども家庭局

多子世帯の子育てを支援するため、令和５年12月か
ら第２子以降の保育料無償化を実施する。（今回は
令和５年度事業として令和６年３月までの実施を決
定。）
※市が直接徴収している保育料収入の減（153百万
円）と合わせ、427百万円を支援

273,560

未来産業～半導体・宇宙・グ
リーン～への挑戦

産業経済局

学術研究都市の大学で行われる最先端の研究等をは
じめ、半導体・宇宙・ＥＶなどの未来産業の創出に
挑戦。
半導体については、産学連携による研究開発支援や
関連企業の誘致、物流の拠点化に取り組む。
宇宙については、ビジネス可能性調査や衛星データ
の利活用実証に着手する。
ＥＶについては、地元企業の新規参入支援やサプラ
イチェーン構築に向けた自動車メーカーとの研究会
などを開催する。

93,000

kitakyuスーガク＋（プラス）
による理工系人材育成推進

教育委員会

「数学の問題を解く楽しさ」を味わわせ、将来、北
九州市を支える理工系人材の育成に繋げるため、中
学生を対象に、数学的思考力等を競い合う「スー１
★ＧＰ（スーワングランプリ）」を開催

8,600

こども医療費助成 こども局

こどもの通院及び入院に係る医療費助成に要する経
費
・対象年齢を中学３年生から高校３年生相当まで拡
大
・調剤の自己負担を廃止

2,196,358

妊娠相談支援体制強化事業 こども局 妊娠内密相談センターの設置に要する経費 4,500

半導体関連企業誘致強化事業 経済観光局
半導体関連企業の立地促進のための誘致活動・広報
の強化に要する経費

10,000

10分・20分構想調査検討経費 都市建設局
交通量推計等により抽出された要対策箇所に係る基
本設計等に要する経費

32,000

岡
山
市

熊
本
市

北
九
州
市
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